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変更改訂履歴 

版数 変更改訂年月日 改訂・変更の理由及び内容 承認 担当 

01 2011/11/7 初版発行 村上 八木下 

02 2013/3/25 3項追記、14・15項追加 平野 八木下 

03 2014/5/23 14項の指定化学物質リストの入手方法を変更 平野 八木下 

04 2018/2/20 誤記訂正、組織変更による見直し 平野 徳山 

05 2018/6/28 

5項の内容一部見直し 
6項の内容一部見直し 
8.1項(4)使用部材に関する成分情報に内容変更 
様式 1及び 2の変更 

平野 徳山 
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1. 目的 

富士セイラ株式会社（以降『当社』と言う）は、法的要求等（RoHS／ELV指令、その他の要求）
に該当する環境負荷物質、及び当社が規制対象とする含有禁止物質について、お取引先様で
順守して頂くことにより、当社製品及び製造工程への混入を防ぎ、地球環境及び生態系への
影響を軽減することを目的とする。 
 

2. 適応範囲 
本ガイドラインは、当社に納入される製品（半完成品を含む）及び製品に使用される部品、
材料、包装材料、副資材、製造設備に使用される部品に適用する。 
 
製造設備については、製品及びその部材が接触する部分の部品等（機械類を含む）を対象と
する。 
 
表面処理 “亜鉛＋六価クロメート”処理品については、当社より見積もり、注文があった
製品に限り、本ガイドラインの適用除外とする。 
 

3. 運用管理 
本ガイドラインは当社が提出する最新版を運用し、法規制等の変更に伴う追加、改訂があっ
た場合は、その時点より適用するものとする。一次のお取引先様から二次の、二次のお取引
先様から三次のお取引先様へと順次展開をし、確実に適用されるようにする事とする。購入
先評価表にて調査し、判定する。 
 

4. 用語の定義 
1項の目的の内容を更に具体的に実現するために、環境負荷物質に関する用語の定義を明確化
することによって、お取引先様でのご理解と対応を容易にします。 
 
（１） 環境負荷物質 

地球環境、生態系及び人体等に影響を与えるか、与える可能性のある化学物質を対象
とする。環境影響により「含有禁止物質」、「製造時使用禁止物質」、「含有管理物質」
に分類される。 
 

（２） 含有禁止物質 
当社への納入品（製品及び製品に使用される部品、材料、包装材料、副資材、製造設
備及び製造設備に使用される部品等）に対して含有を禁止する物質。 
 

（３） 製造時使用禁止物質 
当社への納入品製品及び製品に使用される部品、材料、包装材料、副資材、製造設備
及び製造設備に使用される部品等）に対してその製造工程において使用を禁止する物
質。 
 

（４） 含有管理物質 
当社への納入品製品及び製品に使用される部品、材料、包装材料、副資材、製造設備
及び製造設備に使用される部品等）に対して質量、使用用途、含有部位等を記録管理
し、報告が必要な物質。 
 

（５） 含有 
① 意図的であるか否かを問わず、納入品及び納入品を構成する部品・材料に、環境

負荷物質を添加、混合又は充填する又はされること。 
② 納入品の製造工程又は運送において、環境負荷物質が付着又は混入すること。 
 

（６） 意図的 
製品、部品又は材料の性能向上や特性品行を目的に量に関係なく含有禁止物質を添加
すること。 
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（７） 不純物 

意図せずに含まれてしまう化学物質で、天然素材中に含まれ、工業材料としての製造
過程で技術的に除去しきれない物質、又は合成反応の過程で生じ技術的に除去しきれ
ない物質をいう。 
 
なお、主原料と区別するために「不純物」と呼ばれるものを素材の特性を変える目的
で使用する場合は、「含有」として扱う。 
 
但し、半導体デバイス等を製造するためのドーパントについては、意図的添加される
ものであるが、実質的に半導体デバイス等に極めて微量に残存してくる場合も「含有」
として扱わない。 
 

（８） 閾値 
均質材料中の含有禁止物質の質量比で定義され、閾値以上は含有禁止、未満は含有が
認められる。 
但し、意図的な使用の場合には閾値未満であっても含有禁止とする。 
 
閾値の単位は ppm（パーツパーミリオン）又は wt％（質量パーセント）で表示される。 
 
表面処理（塗装、めっき皮膜等）部について閾値は厚さ（全体重量）の測定が困難な
ことから、溶出量又は表面処理工程の前後での全量分析値差及び重量変化により算出
しても良い。 
 

（９） プラスチック 
合成高分子物質からなる材料或いは素材で、繊維、フィルム、粘着テープ、成形製品、
合成ゴム製品、植物原料プラスチック、接着剤等とこれらに添加される安定剤、顔料、
染料等が含まれる。 
 

（１０）均質材料 
特定の目的を持って特定の位置に配置／形成されており、使用目的を達成する上でそ
れ以上分割できない均一な材料、又は均一とみなせる複合材料。 
 
従って、塗装やめっきが行われている表面処理材については、個々のそれぞれの表面
処理層毎（塗装膜、各めっき皮膜、クロメート皮膜等）が均質材料である。 
 
防錆処理層（化成処理層）について、母材に対して防錆処理を施している金属材料に
ついてはめっき層及び防錆処理層を均質材料とする。 
また、母材に直接防錆処理を施している金属材料については、母材と防錆処理層を均
質材料とする。 
 

（１１）分析対象 
特定の含有禁止物質に関わる分析対象を意味し、均質材料毎とする。 
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5. 含有禁止物質 
 

（１） 富士セイラ指定化学物質リスト: 1.含有禁止物質 (表 1)によります。 
 

 
（２） 含有禁止の基準は、 

① 意図的添加の禁止 
② 製造工程中の付着・混入・生成の禁止 
です。 
 

（３） 富士セイラ指定化学物質リストに記載している含有禁止物質の内、閾値が定められて
いるものについては、表‐1a～e に記載された閾値を厳守願います。但し除外用途を
除く。閾値は、それぞれ均質部材毎とします。 

 
（４） 富士セイラ指定化学物質リストに記載している含有禁止物質の内、PBDE については、

デカブロモジフェニールエーテルを含みます。 
 
 
6. 製造時使用禁止物質 
 

（１） 富士セイラ指定化学物質リストに記載するオゾン層破壊物質は製造時使用禁止物質で
す。オゾン層破壊物質の内、注釈 1 で指定する表‐4 において製造時使用禁止物質か
ら除く 
 

（２） 閾値の算出の分子は、算出対象化学物質の質量とし、その単位は「㎎」（ミリグラム）
で有効数字２桁とし、分母は納入品の総質量とします。 
 

 
 
7. 含有報告物質、含有管理物質 
 

（１） 富士セイラ指定化学物質リストの含有報告物質：表 2、含有管理物質：表 3 によりま
す。 

 
（２） 富士セイラ指定化学物質リストにおける対象物質の含有率が均質部材毎に 1,000ppm

を超える場合は、対象の質量、使用用途、含有部位等を記録管理し、当社へ報告する
こと。 

 
（３） 閾値の算出の分子は、算出対象化学物質の質量とし、その単位は「㎎」（ミリグラム）

で有効数字２桁とし、分母は納入品の総質量とします。 
 
8. 含有禁止物質に関する運用方法 

 
8.1. 初回納入時 必須提出書類 

 
当社への初回納入にあたっては、以下の書類（添付データ）を当社購買部へ提出をお願い
します。 
 
（１） 化学物質含有規制適合保証書 

納入される製品（半完成品を含む）及び製品に使用される部品、材料、包装材料、
副資材、製造設備及び製造設備に使用される部品に、表‐1a～e に記載された含
有物質を含有せず、使用していない旨の化学物質含有規制適合保証書を添付する
こと。 

 
化学物質含有規制適合保証書は、様式‐１又は２によります。 
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（２） 分析データ表 

含有化学物質リスト表‐1№.3,4,5,6,8 に記載された化学物質含有規制適合保証書に
ついては、閾値以下であることを証明する分析データを添付すること。（１０項参照） 
但し、新規納入及び４Ｍ変更時は製造工程内での二次的な汚染が無いことの検証
として、納入品と同等品の均質部材単位での分析データの提出を必要とします。
（代表機種１機種の分析でも可とします） 

注）４Ｍ変更とは、以下の事項を目安としますが分析データの提出が不要とさ
れる場合はその旨を申請書（４Ｍ変更申請書、等）に記載すること。 

 
① 製造場所／人の変更 
・ 製造拠点の内作の外注展開／新規外注への切替え・追加 
・ 製造拠点の内作の外注中止（外注⇒内作取込） 
・ 外注先変更（外注⇒別外注） 
・ 製造場所の建屋／フロア変更及び工程外注間の変更 
・ 一次工程（プレス、成型、めっき、PCB実装）の拠点間変更 
・ 一次工程（プレス、成型、めっき、PCB実装）の新規外注展開 
・ 一次工程（プレス、成型、めっき、PCB実装）の外注先変更 
・ 一次工程（プレス、成型、めっき、PCB実装）の外注中止 
・ 人の増減／変更（５０％以上の作業者の入れ替えを一斉に行った場合） 
 

② 機械の変更 
・ 設備改造／メーカー変更 
・ 既設設備と同一設備の増設 
・ 型増設／改造（取数増） 
・ 型修理／調整／研磨 
・ 治工具／マスク／版下の増設 
・ 治工具の修理／改造 
・ 新規試験機／測定機器の導入 
・ 試験機器増設／更新／修理 
 

③ 工程／製造方法の変更 
・ 製造条件の変更 
・ 工程順序の変更 
・ 工程追加／削除 
・ 工程管理項目の変更／追加／削除 
・ 検査項目／管理項目の変更／追加／削除 
 

④ 材料、めっき液の変更 
・ 材料メーカーの変更 
・ 材料グレードの変更 
・ 表面処理液等のメーカーの変更 
・ 表面処理液等型番の変更 

 
（３） 成分表（材料証明書、ミルシート）又は MSDS 

納入される製品（半完成品を含む）及び製品に使用される部品に使用される部品、
材料、表面処理、包装材料、副資材、製造設備に使用される部品の構成材料毎の
成分表（MSDS等）を添付する。 
 
また、MSDS が改版された場合には、速やかに次回納入時に当社業務推進課へ提出
すること。 
 
同一の構成材料と製造工程である場合は、型各・図番が異なる製品、部品、材料
及び副資材等に対して、二次的な汚染が無いことが保証できれば様式‐２による
一括した分析データ、成分表の提出でも構いません。 
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また、使用される部品、材料等に含有禁止物質が含まれていないことが確認され、
製造工程でも使用されず、かつ二次的な汚染が無いことが保証できれば、素材の
分析データを共用して利用することができます。 

 
（４） 使用部材に関する成分情報(構成材料の種類、おおび富士セイラ指定化学物質リス

トに記載のある物質の含有有無、含有量、含有率、使用目的、使用部位等) 
※アーティクルマネジメント推進協議会(JAMP)が運用する情報伝達スキーム
(chemSHERPA-AI)、及び JAMP-AISによる。 
 
 

8.2. 個別に提出を依頼する書類（データ） 
 

含有情報等調査依頼 
法規制動向により、本ガイドラインに記載のない化学物質について含有情報等の
調査を依頼する場合があります。対象物質の含有・使用状況を調査し情報を提供
すること。 
 
例：REACH規制に関する調査、各国法規制による個別調査、等 
 

 
8.3. 化学物質含有規制適合保証書の有効期限 

 
化学物質含有規制適合保証書の有効期限は原則 1年間とします。 
 
 

8.4. 分析データの有効期限 
 

カドミウム、鉛、水銀、六価クロム、ポリ臭化ビフェニル（PBB）及びポリ臭化ジフェニ
ルエーテル（PBDE）の分析データの有効期限は原則分析日より 1年間又は４Ｍ変更時まで
とします。 

 
ポリ臭化ビフェニル（PBB）類及びポリ臭化ジフェニルエーテル（PBDE）類の分析データ
はモールド樹脂、プリント基板等の難燃性が要求されるプラスチック、ゴム及びエストラ
マー製の部品、材料及び製品に適用します。但し、二次汚染が懸念される場合は他の材料
も対象とします。 
 
４Ｍ変更が生じる場合には、分析データの有効期限が切れる前に速やかに変更した分析デ
ータを当社の業務推進課に提出すること。（11項参照） 
 

8.5. 材料成分表（ミルシート）または MSDS等の有効期限 
 
材料成分表（ミルシート）または MSDS等の有効期限は４Ｍ変更時までとします。 
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9.  含有報告物質 及び 含有管理物質に関する運用方法 
 
（１） 納入品に富士セイラ指定化学物質リスト：表‐2、表‐3a～cに記載の化学物質が含有

している場合、「対象となる条件」に該当するかどうかを把握し、該当する場合は対象
物質の質量、使用用途、含有部位等を記録管理し、当社へ報告すること。 

 
（２） 報告は当社が指定する様式（例えば、chemSHERPA-AI/CI等）にて、化学物質の含有有

無、含有量等の情報提供依頼を受けた場合に速やかに提供すること。 
 

（３） 含有質量は「㎎」（ミリグラム）単位で、有効数字 2桁で管理する。 
 

（４） 含有率算出における分母は、納入品の均質材料の質量とする。含有率算出における分
子は、算出対象化学物質の質量とする。但し、金属化合物の場合は対象金属成分のみ
の質量を分子とする。 

 
 
10. 分析 
 

10.1 分析データの内容 
分析データには以下の内容を必ず記載すること。 

 
① 分析機関に関する情報 
・ 分析機関名の名称、住所 
・ 分析担当者名ならびに責任者名 
・ 分析実施日（可能な場合は試料受領日も記載） 
 

② 分析依頼元に関する情報 
・ 依頼者（会社名、所属等） 

 
③ 分析対象に関する情報 
・ 試料の種別と分析部位（金属、樹脂、クロメート皮膜等の素材名及び分析部位） 
・ 部品等の型格（可能な場合は Lot №） 
・ 試料の種別毎の分析対象物質 

 
④ 分析方法、装置等に関する情報 
・ 分析方法（準用規格がある場合はその規格番号） 
・ 分析下限値 
・ 測定フローチャート（個別図面に Sランク品指定の場合） 

 
⑤ 分析前処理に関する情報 
・ 推奨する分析方法での「個別報告事項」と記載された事項 

 
⑥ 濃度等に関する情報 
・ 推奨する分析方法での「個別報告事項」と記載された事項 
・ 複数回分析を行った場合はすべての分析値及び平均値 

 
包装材料の分析は、カドミウム、鉛、六価クロム及びこれら化合物のそれぞれの含有量
について分析すること。 
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10.2. 分析方法 
分析方法は、閾値以下の含有量であることを保証しうる検出限界、精度を有することが
確認されている方法であれば、特に問いません。 
 
但し、プラスチック、塗料及びインキ中のカドミウムと鉛の成分において以下の方法は
不適切です。 

・ EN 71-3 : 1994 
・ ASTM F963-96a 
・ ASTM F963-03 
・ ASTM D 5517 
・ ISO 8124-3 
・ EN  1122 : 2001 

 
また、試料は完全に溶解していることが記載されていることが必要です。 
 
 

10.3. 推奨する分析方法 
 

参考として、一般に広く利用されている前処理方法及び分析方法についての分析上の留
意点を記載します。 
 
 
① 前処理 

前処理方法としては、主に以下のような方法を推奨します。 
 
a. 硫酸存在下での灰化法 
b. 密閉容器内での加圧酸分解法 
  （マイクロウェーブ分解法（EN 13346 : 2000/EPA 3052 : 1996等）を含む） 
c. 硝酸、過酸化水素水、塩酸による酸分解法（例えば EPA 3050B ReV.2 : 1996） 
d. 硫酸、硝酸、過酸化水素水での湿式分解法（例えば BS EN 1122 : 2001） 
e. 硝酸、過酸化水素水での湿式分解法 
f. 加熱気化‐冷原子吸光法 
g. ケルダール法を用いた硫酸Ｍ硝酸での湿式分解法 
h. 温水抽出法／アルカリ抽出法（例えば EPA 3060A） 

 
これらの前処理方法は以下のように対象含有禁止物質に適用される。 

前処理法 カドミウム 鉛 水銀 六価クロム
a. ○ ○ - -
b. ○ ○ ○ -
c. ○ ○ - -
d. ○ - - -
e. - ○ - -
f. - - ○ -
g. - - ○ -
h. - - - ○  
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② 誘導結合プラズマ発光分光分析（ICP-AES）（EN ISO 11885 1998に準じる） 
 

・ ブランク液並びに検量線作成用溶液を用いて検出下限・定量下限、並びに検量
線の直線性を把握した装置・手順により行う。 

 
・ 試料溶液の調整に際しては、試料を完全に溶解させること。未溶解残渣が生じ

た際は、残渣分を別途溶解する等して、すべての成分を溶解して測定を行う。 
 
・ 完全溶解が困難な場合には、蛍光Ｘ線分析等により沈殿物中に分析目的成分が

含有されていないことを確認する。 
 
・ 共存元素による妨害を受けない輝線を選択する等、干渉を排除ないし干渉によ

る誤差を見込んだ測定を行う。 
 
・ 個別報告事項として 

・ 前処理方法（溶解条件、沈殿物の有無） 
・ 沈殿物がある場合は、沈殿物の分析方法と分析結果 
・ 単位質量あたりの含有量計算に使用する、試料際狩猟、最終溶液量、最終
溶液における濃度を記載すること。 

 
 

③ 蛍光Ｘ線分析法（JIS KO119に準じる） 
 

・ 検量線法においては、対象元素を含み、かつ、対象元素の濃度が既知で分析対
象とする素材と近い組織を有する「検量線試料」を用いて検量線を作成する。
また、検出下限・定量下限並びに表‐1a～eの閾値近傍における精度を把握した
上で測定を行う。 

 
・ ファンダメンタルパラメーター法においても、対象元素を含み、かつ、対象元

素の濃度が既知で分析対象とする素材と近い組織を有する「検量線試料」を用
いて検量線を作成する。また、検出下限・定量下限並びに表‐1a～eの閾値近傍
における精度を把握した上で測定を行う。 

 
・ 蛍光Ｘ線分析装置の検出限界は、表‐1a～eに示す閾値以下であることが確認可

能なこと。 
 

当該の検出精度が保てない場合は精密分析を実施すること。 
・ 金属材料で表面慮李、めっき、塗装等が施されている場合、これらを剥離して

金属を露出させて測定すること。 
 
また、試料の厚みは、アルミニウム合金並びにマグネシウム合金の場合は 2.0
㎜以上、その他金属は 0.5 ㎜以上とする。これらの金属の厚みを確保できない
場合は複数枚重ねる。 
 

・ 装置固有の変更やノイズに対する留意はもちろんであるが、素材毎に対して共
存元素による確認し、定量のため輝線の選定や補正など適切な処理を行う。 
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④ 六価クロムの分析 
六価クロムはまず総クロム量として分析を行い、総クロム量が 100ｐｐｍを超える
場合には総クロム量中の六価クロムを分析すること。 
 
・ クロメート皮膜中の六価クロムについては、膜中の六価クロム濃度を測定する

有効な技術が確立されていないことに鑑み、対象となる試料に以下の溶出試験
を行い、当該下地素材・処理液・プロセス条件の組み合わせによって形成され
たクロメート皮膜中の六価クロム含有判定を行います。 

 
・ 本試験にて、六価クロムの量が書きに示す定量下限以下である場合、当該組み

合わせにおける素材のクロメート皮膜中に六価クロムは含有しないと判断する。 
 
[クロメート皮膜中の六価クロム溶出試験方法] 
 
JIS H8625 付属書２ 「クロメート皮膜の六価クロム定量試験 ‐ ジフェニルカ
ルバジット比色法（吸光光度法）」に順じ、以下の方法で行う。 
 

表面積 50ｃ㎡のクロメート皮膜を有する試験片を 50ml の純水 A に浸し、5 分間
沸騰煮沸した後試験片を取り除き、希硫酸 B を加え、抽出した液を酸性にする、そ
の後、ジフェニルカルバジット溶液 C、緩衝液 D を加え、総液量 E(250ml)となるよ
うに純水により調製し、試料溶液とする。この試料溶液を、吸光光度計を用いて 540nm
の光に対する吸光度を測定し、得られた六価クロム濃度から単位面積当たりの溶出
量を計算する。ここで、吸光光度測定は六価クロム濃度２ppb が検出可能な装置、
条件とする。なお、六価クロム濃度２ppb は、溶出量換算で 0.01μg/ｃ㎡に相当す
る。 
 
 
[参考] 

A、純水の量 B、希硫酸
C、ジフェニ
ルカバジット

D、緩衝液 E、総液量*

50c㎡ 50ml 3ml 25ml 250ml  

 *総液量が 250mlとなるよう純水で調製する。 
 
[判定] 

上記方法の検出下限は 0.01μg/c ㎡であるが、安定的に定量できる下限値はこ
れよりも高いことから、溶出量 0.01μg/c ㎡以下であることを以って六価クロ
ムを非含有であるとする。 

注） 本判定は非含有を判定するための方法であり、溶出量と含有量との
関係を求めるためのものではありません。 

 
 

11. 生産条件変更申請（４Ｍ変更申請） 
継続納入品について、使用材料(包装用資材を含む)、製造工程で使用される物質、製造方法
及び製造設備変更等の４Ｍ変更が行われる場合は、事前に当社購買部に変更内容を記載した
書類を提出すること。 
 
４Ｍ変更の内容によっては、8.1項に記載した書類の提出を要求する場合があります。 
 

12. 監査への協力 
当社は、製品含有化学物質管理の確認・維持・向上・を目的とした監査を行っています。 
当社より監査又は調査の依頼を受けた場合は速やかに対応すること。 
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13. 当社グリーン調達ガイドライン記載なき事項に関して 
本ガイドラインに定めのない場合でも、当社取引先より要求された物質調査に関して個別に
調査する場合があります。 

 

14． 指定化学物質については、富士セイラ指定化学物質リスト最新版による。 

指定化学物質リストは下記ＵＲＬよりダウンロード願います。 

URL：http://www.fujiseira.co.jp/ 

 

１５．製品に含有規制化学物質に不適合があった場合には、当社へ至急連絡をすること。 
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